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これまでは、地方公共団体の財政指標といえば普通会計を中心としたものでしたが、「地方公共団体の

財政の健全化に関する法律」が施行され、普通会計に属さない会計や負担、出資する団体も含めた地方

公共団体全体の指標を整備することとなりました。

算定した指標の公表は平成19年度決算から、財政健全化のための計画の策定の義務付けは平成20年度

決算から適用されます。

また、算定した指標は監査委員の意見を付して議会に報告され公表することが義務付けられています。
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用語の解説

 普通会計

  一般会計と特別会計のうち公営事業会計以外の会計を合算した会計区分

 一般会計等

  普通会計に相当する会計

 標準財政規模

  その自治体で通常収入されるであろう一般財源(標準税収入額等＋普通交付税＋臨時財政対策債発

  行可能額)の総称

 実質赤字比率

  一般会計等の実質赤字(累積赤字)の標準財政規模に対する割合

 連結実質赤字比率

  全会計を対象とした実質赤字(または資金の不足額)の標準財政規模に対する比率

 実質公債費比率

  一般会計等の公債費や公営企業債に対する一般会計からの繰出金などの公債費に準ずるものなど

  を含めた実質的な公債費相当額の標準財政規模に対する割合

 将来負担比率

  一般会計等が将来負担すべき実質的な負債(職員の退職手当等)などの標準財政規模に対する比率

 資金不足比率

  公営企業会計における収入と支出の差(比率)で、収入より支出の方が多い場合が「資金不足」の

  状態
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財政健全化法の概要

健全化判断指標と会計の対象範囲

後期高齢者医療特別会計

駐車場事業特別会計

下水道事業会計

病院事業会計

水道事業会計

土岐市・瑞浪市障害者総合支援
認定審査会特別会計

一般会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計（保険事業勘定）

土岐市・瑞浪市介護認定審査会特別会計

公営事業会計

一般会計

   特別会計

普通会計

公
営
企
業
会
計

法適用企業

一部事務組合
広域連合

地方公社
第三セクター等

東濃西部広域行政事務組合

岐阜県市町村会館組合

土岐川防災ダム一部事務組合

岐阜県後期高齢者医療広域連合

土岐市及び瑞浪市休日急病診療所組合

岐阜県市町村職員退職手当組合

該当なし

東濃中部病院事務組合

実
質
赤
字

連
結
実
質
赤
字

実
質
公
債
費
比

将
来
負
担
比
率

資
金
不
足
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土岐市の状況

決算に基づき算出した土岐市の健全化判断比率

一般会計等の健全化判断比率 （単位:％）

H30 R1 R2 R3 R4 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 ー ー ー ー ー 12.91 20.00 4億2,011万円の黒字

連 結 実 質 赤 字 比 率 ー ー ー ー ー 17.91 30.00 20億7,518万4千円の黒字

実 質 公 債 費 比 率 5.1 5.2 5.6 5.8 5.6 25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 ー ー ー ー ー 350.0

 

公営企業会計の資金不足比率 （単位:％）

水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

 ○実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、普通会計は4億2,011万円の黒字、市全体の会計を連結した収支でも、
  20億7,518万4千円の黒字となり、「該当なし」となっている。

 ○実質公債費比率は、5.6％で前年度(5.8％)と比較すると△0.2ポイントとなっている。

 ○将来負担比率は、前年度と同様「該当なし」である。

土岐市 健全化判断基準
備 考

経営健全化基準 備 考資金不足比率

※「－」は該当がないことを表している
※早期健全化判断基準はR4の値である

ー

ー

ー

6億1,976万4千円の剰余金

1億5,392万6千円の剰余金

4億2,412万3千円の剰余金

20.0
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実質赤字比率・連結赤字比率 総括表

420,110

13,457,793

一般会計等の実質赤字額

歳入総額 歳出総額
歳入歳出
差引額

翌年度に繰
り越すべき

実質収支額

ア－イ ウ－エ
ア イ ウ エ オ

25,922,086 25,384,517 537,569 117,459 420,110
4,571 4,571 0 0 0

420,110 ①

2,075,184

13,457,793

一般会計等以外の特別会計のうち公営企業以外の特別会計

歳入総額 歳出総額
歳入歳出
差引額

翌年度に繰
り越すべき

実質収支額

ア－イ ウ－エ
ア イ ウ エ オ

5,496,307 5,369,758 126,549 0 126,549
56,947 52,900 4,047 0 4,047

6,089,464 5,786,723 302,741 0 302,741
34,103 34,103 0 0 0

913,076 889,152 23,924 0 23,924
457,261 ②

公営企業会計（法適用）

流動資産 控除財源 流動負債
控除企業債

等
算入地方債

解消可能
資金不足額

資金不足・
剰余額

事業の規模
資金不足

比率
ア＋イ－ウ＋エ－オ（＋カ） キ／ク

ア イ ウ エ オ カ キ ク ケ
839,328 0 524,448 304,884 0 0 619,764 1,465,862 －
455,373 0 375,045 208,598 135,000 0 153,926 3,057,274 －
598,905 43,524 808,600 677,342 0 0 424,123 725,397 －

合計 1,197,813 ③

※実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、実質赤字比率又は連結実施赤字比率は負の値で表示される

下水道事業会計

実質赤字比率

 実質赤字比率 ＝
一般会計等の実質赤字額①

-3.12%

後期高齢者医療特別会計
土岐市・瑞浪市介護認定審査会特別会計
介護保険特別会計（保険事業勘定）
駐車場事業特別会計
国民健康保険特別会計

病院事業会計
水道事業会計

実質黒字のため実質赤字比率なし
標準財政規模

連結実質赤字比率

 連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額①＋②＋③＋④

-15.41% 連結実質黒字のため連結実質赤字比率なし
標準財政規模

土岐市・瑞浪市障害者総合支援認定審査会特別会計
一般会計
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実質公債費比率 総括表

実質公債費比率（単年度）

（1,928,789＋934,561）－（405,315＋1,693,771）
13,423,978－1,693,771

（1,998,934＋791,474）－（416,926＋1,711,973）
13,917,469－1,711,973

（2,024,341＋712,919）－（450,592＋1,690,121）
13,457,793－1,690,121

（単位:千円）
令和2年度 令和3年度 令和3年度

地方債の元利償還金 ア 1,928,789 2,007,442 2,024,341

うち繰上償還に係るもの イ 0 8,508 0

ア－イ 1,928,789 1,998,934 2,024,341

水道事業債の償還に充てたと認められる繰入金 ウ 80,264 81,546 18,389

病院事業債の償還に充てたと認められる繰入金 エ 237,878 200,129 194,912

下水道事業債の償還に充てたと認められる繰入金 オ 615,483 508,873 498,702

一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる負担金 カ 0 0 0

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの キ 936 926 916

ウ＋エ＋オ＋カ＋キ 934,561 791,474 712,919

公営住宅使用料 ク 13,664 11,200 1,122

都市計画税 ケ 361,651 375,726 418,977

その他 コ 30,000 30,000 30,493

ク＋ケ＋コ 405,315 416,926 450,592

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 サ 589,333 588,209 584,915

災害復旧費等に係る基準財政需要額 シ 1,020,402 1,037,213 1,014,457

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金及び準元利償還金 ス 84,036 86,551 90,749

サ＋シ＋ス 1,693,771 1,711,973 1,690,121

標準税収入額等 セ 9,338,322 8,929,967 9,257,608

普通交付税額 ソ 3,367,884 3,982,987 3,910,941

臨時財政対策債発行可能額 タ 717,772 1,004,515 289,244

セ＋ソ＋タ 13,423,978 13,917,469 13,457,793

 実質公債費比率 ＝
（①地方債の元利償還金＋②準元利償還金）－（③特定財源＋④元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額）

⑤標準財政規模－④元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額

令和2年度 ×100 ＝ 6.51535 実質公債費比率
（３ヵ年平均）

令和3年度 ×100 ＝ 5.41976 5.6

令和4年度 ×100 ＝ 5.06937

①地方債の元利償還金

③特定財源

④普通交付税算入額

⑤標準財政規模

 ②準元利償還金
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将来負担比率 総括表

将来負担比率
26,903,843－（9,241,664＋4,168,226＋18,126,544）

13,457,793－1,690,121

将来負担額より充当可能基金額、特定財源見込額、地方債現在高等に係る
普通交付税算入見込額の合計額が大きいため将来負担比率なし

一般会計等の年度末地方債現在高 ア
債務負担行為に基づく支出予定額 イ
水道事業債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 ウ
病院事業債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 エ
下水道事業債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 オ
一部事務組合等の地方債の元金償還に充てる負担金等見込額 カ
退職手当支給予定額のうち一般会計等の負担見込額 キ
土地開発公社の負債額 ク
第三セクター等に対する損失補償債務等に係る負担見込額 ケ
連結実質赤字額 コ
組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 サ

②充当可能基金額
公営住宅使用料 シ
都市計画税 ス
その他特定の歳入 セ

標準税収入 ソ
普通交付税額 タ
臨時財政対策債発行可能額 チ

※将来負担額より充当可能基金額、特定財源見込額、地方債現在高等に係る普通交付税算入見込額の合計額が大きい場合

③特定財源見込額

 将来負担比率 ＝
将来負担額①－（充当可能基金額②＋特定財源見込額③＋地方債現在高等に係る普通交付税算入見込額④）

標準財政規模⑤－元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額⑥

×100 = -39.3%

令和4年度

4,430,651

0
224,640
529,070

①将来負担額

18,072,711

3,614,903
31,868

0
0
0
0

ア＋イ＋ウ＋エ＋オ＋カ＋キ＋ク＋ケ＋コ＋サ

シ＋ス＋セ

9,241,664
11,101

2,553,871

4,168,226
1,603,254

26,903,843

13,457,793

④普通交付税算入見込額 18,126,544

 将来負担比率は負の値で表示される。

ソ＋タ＋チ
⑥普通交付税算入額 1,690,121

⑤標準財政規模

9,257,608
3,910,941

289,244
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